
平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 12

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

54 9 91,723 5 3 4

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □ （団体） （ 件 ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 54 9 31,104

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （団体） （ 件 ） （千円）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ ■ 54 8 161,808

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （団体） （ 件 ） （千円）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

20 18 0 － 4 －

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 20 18 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 20 18 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

20 20 0 － 2 －

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 20 20 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 20 20 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 校 ） （ 校 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

13 12 92 3 5 4

学務課長
傳　智則

□ □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 13 12 92

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 13 12 92

近隣市
状況

□ □ ■ ■ □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

12-04-03

方向性：現状維持

小平市 東村山市 清瀬市

小中学校
数

実施校数

施設の不
具合によ
る事故発
生件数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
教育総務課
施設管理係

根拠
法令
等

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

152,865 152,865 8,598 161,463

小中学校施設

手段
・

内容

施設・設備等の点検を行い、
必要な補修・修繕を実施す
る。

評価：小中学校施設の管理及び施設等の点検を行
い、必要な補修・修繕を実施することにより、学校
運営に支障をきたさないようにする。

補助
事業

小・中学校施設管
理事業

要綱等

155,435 155,435 8,830 164,265

給付
事業

□ 該当

要綱等

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

意図 適正な学校運営

事務事業
番号

建築基準法、消防法、電気事業法、水道法、
建築物における衛生的環境の確保に関する法律、下水道法

164,217 164,217 8,521 172,738

有効性 効率性 達成度

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

対象

安全・安心な学校づくり

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 12-04子どもの未来をと文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 活力ある学校づくり

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

前年度において

示した方向性

12-04-01

教育総務課
施設管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

東京都公立学校施設整備期成会規約

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

西東京市

東京都公立学校施
設整備期成会参画
事業

要綱等

9

給付
事業

□

8 58 66

9

方向性：現状維持

69

現状維持
28年度以降

方向性
現状維持

達成度

対象
東京都公立学校施設整備期成
会が行う活動

自治体数
予算要望
の件数

公立学校
整備の国
庫補助金

手段
・

内容

全国公立学校施設整備期成会
及び全国学校給食振興期成会
と緊密な連携を取り、①施設
整備の財源確保、②施設整備
に必要な恒久制度の実現、③
調査、研究及びその普及、④
その他必要な事業を行う

10 58 68

有効性 効率性

評価：同会は公立学校の整備促進を図るため、関係
団体との緊密な連携のもとに、必要に応じて要望活
動を実施し、施設整備に必要な財源の確保を期する
ことを目的としている。

10

60

該当

要綱等

意図
東久留米市の公立学校施設の
整備

小平市 東村山市 清瀬市

指定管理 その他（負担金 ）

8

その他（　　　　　　　  ）

12-04-02

教育総務課
施設管理係

根拠
法令
等

義務的

補助
事業

小・中学校改修・
補修事業

給付
事業

□

校舎棟外壁改修工事を主とし
た学校施設の改修工事

455,109 88,087

達成度

□ 該当

大規模改
修実施校
数

施設の不
具合によ
る事故発
生件数

前年度において

示した方向性
拡大

28年度以降
方向性

評価：老朽化する教育施設の改修・補修等を順次実
施する。

551,058 127,832

対象
建築後２０年以上経過した小
中学校校舎

小中学校
数

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

努力義務的

小平市

自主的

清瀬市

該当

558,410

手段
・

内容

423,226 7,352

要綱等

要綱等

意図
児童・生徒にとって快適な教
育環境の整備

東村山市

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

167,484 101,206 66,278 7,158 174,642

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

367,022 7,094 462,203

有効性 効率性

方向性：今後、需要は増加する。

拡大

1,223 2,002

有効性 達成度

7,555

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

57

1,427 1,427 4,701

小平市 東村山市 清瀬市

標準適正規模の範囲にない
（単学級・小規模校）市立小
学校

要綱等

354

給付
事業

□ 該当

要綱等

評価：本事業は、平成14年に策定した「学校再編成
計画」及び平成19年に策定した「基本プラン」に基
づき実施している。平成22年3月末をもって中部地
域の第八小学校が閉校した。また、東部地域の第四
小学校は、平成22年に策定した「第四小学校の閉校
に向けた実施計画」に基づき平成24年3月末をもっ
て閉校した。

方向性：今後、学校再編成該当小学校のうち未実施
である西部地域の下里小学校の再編成が課題となる
が、平成14年当時と比較して変化している当該3校
（下里小、第七小、第十小）の児童数や学級編成基
準、周辺環境の変化並びに通学区域の見直しも考慮
し、改めて適正化の方向を検討していく。

1,268 3,491

12,753

354 1,515

779

2,223

20,308

361 361

効率性

12-04-04
市立小学
校数

標準適正
規模の小
学校数

標準適正
規模の小
学 校 数
÷ 市 立
小学校数

学校再編成事業

市内のどこに住んでいても、
可能な限り等しく充実した教
育条件のもとで学ぶことがで
きる環境整備

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

平成19年8月の東久留米市立
学校再編成にかかる実施概要
（基本プラン）に基づき策定
された、東部地域の小学校再
編成に向けた実施計画により
平成24年3月末に閉校した第
四小学校関連事務等

意図

東久留米市立学校再編成計画にかかる実施概要(基本プラン)、東部地域の小学校再編成(第四小学
校の閉校)に向けた実施計画、公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引

学務課
学事係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的 東久留米市立学校再編成計画、
対象

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 12

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

安全・安心な学校づくり

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 12-04子どもの未来をと文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 活力ある学校づくり

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5,618 0 0 ― 3 ―

学務課長
傳　智則

□ □ （ ） （ ） （ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5,636 1 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 5,666 1 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

14 2 0 ― 3 ―

学務課長
傳　智則

□ □ （ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 14 2 0

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 14 2 0

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 人 ） （ 基 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

20 4 20 5 1 3

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 20 3 15

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 20 3 15

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 校 ） （ 校 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

20 20 20 3 3 3

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □ （ 校 ） （ 校 ） （ 校 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 20 20 20

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 校 ） （ 校 ） （ 校 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □ 20 20 20

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 校 ） （ 校 ） （ 校 ）

手段
・

内容

補助
事業

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

校庭芝生化事業
給付
事業

149 46,551

4,713 2,356 2,357 653 5,366

56,965

有効性 効率性 達成度

9,134

9,259

有効性

対象 市立小中学校

補助
事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図 確かな学力の育成に資する。

小平市 東村山市 清瀬市

理科教育振興法

要綱等

12-04-07

教育総務課
施設管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

行政補完的(改正実施年度　　年度)

その他（　　　　　　　  ）

新学習指導要領に
係る教材整備事業

12-04-08

教育総務課
経理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

指定管理

要綱等

意図

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

56,814

46,402 45,792

評価：第六小学校、小山小学校、第十小学校、（西
中学校）に導入した。

5,155

610

方向性：今後とも継続する

有効性 効率性 達成度

評価：今後とも児童・生徒の確かな学力育成に資す
るために本事業は継続する。

5,311

児童・生徒にとって快適な教
育環境の整備。

小平市 東村山市 清瀬市

小中学校
数

芝生化実
施 （ 整
備）校数

芝生化実
施 （ 整
備）率 5,312

ヒートアイランド対策と緑化
対策に加え、子どもたちの環
境学習効果や地域のコミュニ
ティ形成に資するもの。要綱等

対象 市立小中学校
緑の学び舎づくり実証実験事業補助金交付要綱
東京都公立学校運動場芝生化事業維持管理経費補助金交付要綱

その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

□ 該当

4,635

3,836 1,319 157

56,180 634 151

2,226 2,409 676

小中学校
数

理科教育
消耗品・
備品等の
教材の購
入校数

理科教育
に関する
学力の育
成が図ら
れた学校
数

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

□ 該当

政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

各学校の授業で使用する理科
教育消耗品・備品等を購入し
教材の整備を図る。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市

4,585 1,606 2,979 659 5,244

方向性：現状維持

12-04-06

学務課
学事係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 交通擁護員

補助
事業

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図
荒天時にも適切な活動ができ
る。
通学時の安全を確保する。

小平市 東村山市 清瀬市

東久留米市立小学校児童交通擁護員服務規程

手段
・

内容

公立小学校に通学する児童
(登･下校)の通学途上におけ
る安全確保を図るため交通擁
護員を配置している。その中
で配置場所が学校と離れてい
る場合に、待機所を設置して
いる。

□

補助
事業

学校通学路指定事
務

給付
事業

262

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

手段
・

内容

□

12-04-05

学務課
学事係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 公立小学校に通学する児童

全小学校
児童数

通学路承
認及び取
り消し件
数

通学路の
不備によ
る児童の
交通事故
件数

271

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

学校保健法、交通安全施設等整備事業の推進に関する法律施行令、
東久留米市教育委員会事務決裁規程

17

効率性 達成度

方向性：法令遵守および、安全な通学路確保の必要
性は高い。見直し、改善を常に行うためにも現状維
持が望ましい。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

17 17 247 264

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

有効性 効率性 達成度

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持

安全に通学できる道路を指定
する。

全小学校学区域の児童が学校
まで通学する道路として、校
長の申請に基づき教育委員会
が承認する。

評価：法令遵守および、安全な通学路確保の必要性
は高い。見直し、改善を常に行うためにも現状維持
が望ましい。

要綱等

17 17 254

評価：交通擁護員配置場所は、依然交通量も多い。
児童の安全性確保を図るため、現状維持が望まし
い。

要綱等

9,164

方向性：今後も市内の道路や交通状況の把握に努
め、児童の安全性確保を図る。

交通擁護員活動事
業

9,164 51 9,215

9,084 50

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

交通擁護
員数

9,210

行政補完的(改正実施年度　　年度)

交通擁護
員待機所
設置数

小平市 東村山市 清瀬市

17 245

該当

政 策 的(改正実施年度　　年度)

9,210 49

該当

要綱等

意図

活動に支
障のあっ
た交通擁
護員数

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

9,084

東久留米市



平成27年度事務事業評価表（平成26年度振り返り）

政策名 12

所管課係名

所管課長名

実績値 実績値 実績値

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源

事務事業
番号

安全・安心な学校づくり

所管課評価
（事務事業の方向性、項目別評価、

所管課としての総合評価及び方向性）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

特定財源 一般財源

事業費、人件費

トータル
コスト
①＋②

（千円）

事業費
（実績額）

①
（千円）

全庁評価会議
（28年度に向けた

方向性等）

外部評価

      成果指標
（意図したことの結果の
数値指標化）

指標

人件費
（理論値）

②
（千円）

基本事業番号・名 12-04子どもの未来をと文化をはぐくむまち

事務事業の概要
(根拠法令等、補助・給付区分、事業形態、近隣市状況)

施策番号・名 活力ある学校づくり

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

事務事業名

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

指標 指標

■ □ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

20 1 1 3 2 3

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □ （ 校 ） （ 校 ） （ 校 ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 20 1 1

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （ 校 ） （ 校 ） （ 校 ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （ 校 ） （ 校 ） （ ）

□ ■ □ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

27 27 100 3 3 3

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □ （施設） （施設） （ ％ ）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 27 27 100

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） （施設） （施設） （ ％ ）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

□ 直営（委託無）□ 全部委託 ■ 一部委託 □ □ 28 28 100

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ （施設） （施設） （ ％ ）

□ □ ■ 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

5,613 1,123 40 5 5 5

教育総務課長
遠藤　毅彦

□ □
（ 人

）
（ 人

）
（ ％

）

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　） 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度 平成25年度

□ 特財の廃止（予定含） 5,701 1,140 20

□ 市独自上乗せ（上乗せ・横出し）□ 国・都連携 □ その他（　　　　　）
（ 人

）
（ 人

）
（ ％

）

□ 特財の廃止（予定含） 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度 平成24年度

事業
形態

■ 直営（委託無）□ 全部委託 □ 一部委託 □ □

近隣市
状況

■ □ □ ■ □ （ ） （ ） （ ）

補助
事業 手段

・
内容

帰宅困難者対策として教員に
３日分の食料及び毛布を備蓄
する。（平成２５年度）
災害等発生時に待機させた児
童・生徒用の１日分の食糧及
び毛布を平成２５年度より
５ヶ年をかけて児童・生徒数
の２０％ずつ備蓄する。

小平市 東村山市 清瀬市

2,849

東京都帰宅困難者対策条例

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市立小中学校

□

児童・生
徒数

備蓄した
児童・生
徒数

備蓄した
割合（累
計）

要綱等

意図 安全・安心な学校運営

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度)

意図
地球温暖化対策推進に向け、
温室効果ガス排出量を削減す
る。

エネルギーの使用の合理化に関する法律

政 策 的(改正実施年度　　年度)

対象

手段
・

内容

教育総務課
経理係

有効性 効率性

災害対策用備蓄品
整備事業

1,507 330 1,837

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

要綱等

4,939 4,939

給付
事業

□ 該当

評価：平成２５年度より５カ年で全ての学校におい
て備蓄を完了させる。平成２６年度は２カ年目であ
り、順調に備蓄を整備した学校の増大を行ってい
る。

方向性：拡大していく。

達成度

212 5,151

2,849 204 3,053

給付
事業

□ 該当

要綱等

前年度において

示した方向性
28年度以降

方向性
拡大

1,321 1,321

□ 該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

自主的 義務的 努力義務的

12-04-10

方向性：現状維持

小平市 東村山市 清瀬市

施設数
エ ネ ル
ギー管理
実施施設

エ ネ ル
ギー管理
実施施設

前年度において

示した方向性
現状維持

28年度以降
方向性

現状維持
教育総務課
施設管理係

根拠
法令
等

補助
事業

12-04-11

教育施設エネル
ギー管理事業

要綱等

1,284

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

327 1,648

有効性 効率性 達成度

教育委員会の管理する施設

施設を対象としたエネルギー
管理の実施と建物及び施設の
運用改善や改修による省エネ
ルギー化推進のための資料を
作成する。

評価：客観的に現状業務を観察及び現状認識し、問
題点や原因の分析を行い、省エネルギー化の一助と
なるように継続的に実施していく。

1,284 338 1,622

西東京市 その他（　　　　　　　  ）

方向性：拡大していく。

指定管理 その他（　　　　　　　  ）

1,507

小・中学校非構造
部材耐震化事業

要綱等

9,605 3,232 1,590 4,783 845 10,450

給付
事業

□ 該当

要綱等

意図 安全・安心な学校運営

該当

行政補完的(改正実施年度　　年度) 政 策 的(改正実施年度　　年度)

学校施設環境改善交付金要綱
東京都公立学校施設非構造部材耐震化支援事業補助金交付要綱

11,600 3,636 1,933 6,031
評価：安全・安心な学校運営に資するため、非構造
部材の耐震化を進めていく。

達成度

816 12,416

有効性 効率性

□

小中学校
数

耐震化工
事予定

耐震化工
事実施校
数

前年度において

示した方向性
拡大

28年度以降
方向性

拡大

12-04-09

教育総務課
施設管理係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 学校施設の非構造部材

補助
事業 手段

・
内容

各学校の非構造部材の改修等
工事

小平市 東村山市 清瀬市

東久留米市


